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本レポートの要約 

 

 

2008年 6月 14日 8時 43分頃、岩手県内陸南部の深さ約 8kmで、マグニチュード（MJ）7.2の

地震が発生した。この地震により、岩手県奥州市・宮城県栗原市で震度 6強を観測した他、宮城

県大崎市で震度 6弱、岩手県北上市・宮城県仙台市・秋田県湯沢市などで震度 5強の強い揺れを

観測した。総務省消防庁によれば、2008年 6月 17日 21時 30分現在、今回の地震により、死者

10名、行方不明者 12名、負傷者 286名、全壊家屋 4棟、半壊 6棟、一部破損 204棟などの被害

が確認されている。今回の地震はプレート内部に歪が蓄積して発生する内陸型地震である。震央

周辺には、活断層（北上低地西縁断層帯・横手盆地東縁断層帯 etc.）の存在が知られているが、

今回の地震はそれら既知の断層のいずれでもなく、未知の断層によるものであるとの可能性が指

摘されている。また、震源が山間部であったため、山間部の軟弱地盤で土砂崩れが続発し、道路

が寸断されたり、落橋などの被害が多数見られた。また、土砂崩れなどで川がせき止めらた「土

砂ダム」が多数でき、2次災害の危険性が高くなっている。 

今回の地震は、企業活動にも影響を及ぼし、自動車関連産業や電気電子部品関連産業などの多

くの工場で操業を停止している。幸い事業中断が長引くような大きな被害は出ていない模様であ

るが、被害状況や復旧対応によって操業の再開時期にばらつきが見受けられる。過去の地震の教

訓を活かし、建屋・設備の耐震補強や災害時の初動マニュアルの整備をするなど BCP（Business 

Continuity Plan）に取り組んでいる企業においては、その実効性が確認できたケースも少なくない。 

行政の対応に着目すると、迅速・的確な対応が講じられ、TEC-FORCE の被災地への派遣が注

目される。TEC-FORCEは、大規模自然災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、

被災地方公共団体等が行う災害応急対策に対する技術的な支援を円滑かつ迅速に実施することを

目的として 2008年の 5月に創設されたもので、今回が初の派遣となった。 

2007年 10 月から一般向けに配信が始まった緊急地震速報については、今回が 3回目の速報と

なった。狙い通りの速報が発信されて効果が現れた地域もあったが、震源に近い地域では技術的

限界により間に合わないケースも見受けられた。また、速報を受信した側の対応について周知さ

れてないなどの課題も浮き彫りになった。 

 今回の地震は、首都圏にも影響があった。首都圏周辺は震度 3であったが、超高層ビルである六

本木ヒルズの森タワー（54階建て）ではエレベータが停止した。これは、長周期地震動によるゆ

っくりと大きな揺れを検知したもので、固有周期の長い高層ビルを始め、長大橋や大型タンクな

どに被害を及ぼす恐れがあることが指摘されている。 

 

 

本資料は、2008年 6月 18日正午までに公表された新聞および資料を取りまとめたものである。
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1 地震の規模と想定震度 

 

気象庁による地震の概要は以下のとおりである（2008 年 6 月 16 日現在）。 

 発生日時 ： 2008 年 6 月 14 日、8 時 43 分頃 

 震央 ： 岩手県内陸南部（北緯 39.0 度、東経 140.9 度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 震源の深さ ： 8km 

 マグニチュード 7.2 

 各地区の最大震度 

   

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※地震の発振機構・東北地方の地震リスクについては、参考資料 1 を参照 

震度 地区 罹災人口（千人）
6強 岩手県奥州市，宮城県栗原市 205
6弱 宮城県大崎市 137

岩手県：北上市，一関市，金ヶ崎町，平泉町 242
宮城県：加美町，涌谷町，登米市，美里町，名取市，仙台市，利府町 1,289
秋田県：湯沢市，東成瀬村 56

5強
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■想定震度分布（気象庁発表）における震度分布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜気象庁の推定震度分布についての留意事項＞ 

 地震の際に観測される震度は、ごく近い場所でも地盤の違いなどにより１階級程度異なること

がある。また、このほか震度を推計する際にも誤差が含まれるため、推計された震度と実際の震

度が１階級程度ずれることがある。推定震度分布は、個々のメッシュの位置や震度の値ではなく、

大きな震度の面的な広がり具合とその形状に着目して作成したものである。 

 

（出典） 

・ 気象庁，「平成 20 年(2008 年)岩手・宮城内陸地震」について（第 1～4 報） 
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2 被害状況 

 

岩手･宮城内陸地震による被害状況について、①人的被害・住家被害、②インフラ被害を以下に

まとめる。被害状況は、6 月 18日 12 時現在に報道機関の情報、インターネットで得た公益情報

（関係省庁、電力会社等）を用いてとりまとめた。 

2.1 人的被害および住家被害 

国土交通省のまとめによると、2008年 6月 17日 21時 30分現在（消防庁情報）で判明してい

る人的被害は、死者 10名、行方不明 12名、負傷者 266名であり、特に被害は震源付近の宮城県

栗原町に集中している。 

表 2.1 人的被害状況（6月 17 日 21 時 30 分現在） 

重傷 軽傷 計
人 人 人 人 人 棟 棟 棟 件 件 件

花巻市 1 1 3
北上市 1
奥州市 1 7 25 32 1 69 2
金ヶ崎市 25
一関市 1 2 2 4
平泉町 1 1 1
藤沢町 1 1
合計 2 9 28 37 1 103 2
大崎市 3 16 19 1 29
栗原市 7 10 22 132 154 4 2 53
仙台市 3 21 24 1
登米市 7 7 8
名取市 1 4 5
角田市 1 1
色麻市 1 1
東松島市 1 1
塩釜市 1 1
気仙沼市 1 1
美里町 1 4 5 2 7
涌谷町 1 1
加美町 2 4 6
利府町 1 1
合計 7 10 34 193 227 4 5 98
秋田市 1 2 3
湯沢市 2 1 7 8 1
横手市 1 7 8 1
大仙市 1
合計 2 3 16 19 2 1
新庄市 1 1
山形市 1
合計 1 1 1
福島市 1 1 2
いわき市 1
合計 1 1 1 2

計 10 12 48 238 286 4 6 204 3

火災住家被害

市町村名 その他危険物建物
一部
破損

半壊全壊県名
行方
不明

死者
負傷者

人的被害

宮城県

岩手県

福島県

山形県

秋田県

 
出典：国土交通省 HP資料に一部加筆 
災害情報（平成 20年 6月 18日 9時 00分作成）国土交通省 
平成 20年（2008年）岩手･宮城内陸地震について（第 14報） http://www.mlit.go.jp/common/000017366.pdf 
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2.2 インフラ被害の概要 

今回の地震の震源は山間地域であったこともあり、電気・通信・ガス・上下水道・交通機関

等の重大な被害は特に発生していない。ただし、道路については、現在も多くの区間で全面通

行止めとなっており、山あいに点在する被災地での救助や復旧作業の障害となっている。 

各インフラの被害の概要は以下のとおりである。 

 

電  気：地震直後に停電が発生（約 29,000戸）したが、土砂崩れや道路の寸断により

交通が遮断された地域を除き、地震発生当日に電力供給はほぼ復旧した。 

 

通  信：発生直後数時間は、輻輳や通話規制により電話が繋がりにくい地域が発生し

たが、その後、特に大きな被害は発生していない。 

 

ガ  ス：特に重大な被害は発生していない。 

 

上下水道：上水道の断水（総断水戸数＝約 5,200戸）は、6月 16日 14時現在で約 1,700

戸（復旧率 33％）が復旧している。下水道施設は、マンホール隆起・陥没、

汚泥処理施設の一部損傷が発生しているが、施設機能に支障はないことが確

認されている。 

 

道  路：大規模な山地崩壊、法面崩落、土砂崩落、路面損傷、落橋等による道路の寸

断が多く発生し、現在も 21区間で全面通行止めとなっている。 

 

鉄  道：一部で架線損傷が発生したが、地震発生翌日には全線復旧した。 

 

バ  ス：走行中のバスが土砂災害等に見舞われる等により、負傷者が発生した。 

 

空  港：施設の異常は特になく、通常運用されている。 

 

港  湾：港湾施設の点検の結果、いずれの施設も異常ないことが確認された。 

 

海上交通：施設の被害はなく、一部運休していた（余震の影響を考慮）航路も 6月 17

日より運行が再開された。 

 

次ページ以降に、各インフラの被害状況についてまとめる。 
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2.2.1 電気 

東北電力のまとめによると、地震発生直後、岩手県と宮城県において約 29,000 戸（6 月 14

日 9 時現在）の停電が発生した。その後、電力供給は速やかに復旧し、3 時間後（6 月 14 日

12 時）の停電戸数は当初の約 1/4（7,524 戸）になり、10 時間後（6 月 14 日 19 時）には交通

が遮断された地域を除いて電力供給はほぼ復旧した（図 2.1 参照）。 

なお、女川原子力発電所（図 2.2 参照）については、観測最大加速度＝57gal（gal＝cm/s2）

であり、自動停止に至る設定値 200gal を下回ったため、運転は継続している（ただし、1 号

機は定期検査のため停止中）。地震後に実施された巡視による設備点検の結果、安全上重要

な設備を含む設備に被害や水漏れは確認されなかった。 

図 2.1 地震発生後の停電戸数の推移（出典：東北電力 HP 掲載情報（緊急情報）より作成） 

 

図 2.2 女川原子力発電所と震央の位置関係（出典：気象庁 HP 推定震度分布より作成）） 
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2.2.2 通信 

NTT東日本と携帯電話各社（NTTドコモ、ソフトバンク、au）のまとめによると、地震発

生直後に通話が殺到し交換機の処理能力を超える恐れが発生したため、通話規制を実施した。 

しかし、地震発生当日（6月 14日）の午後には通話規制を解除しており、通信に関する大

きな障害は特に発生しなかった。 

表 2.2 地震後の通信サービス状況（出典：通信各社 HP 情報をとりまとめ） 

解除時刻 規制時間 規制率
１．岩手・宮城方面 2008/6/14 13:37 4:54
２．秋田方面 2008/6/14 11:43 3:00
１．被災地方面からの発信

(1)宮城県内
FOMA 2008/6/14 13:38 4:50 最大80％
mova 2008/6/14 11:05 2:17 最大87.5％

(2)岩手県内
FOMA 2008/6/14 11:00 2:12 最大80％
mova 2008/6/14 11:05 2:17 最大87.5％

(3)秋田・青森・福島・山形県内
FOMA 2008/6/14 9:53 1:05 最大75％
mova 規制なし

２．被災地方面への発信
(1)宮城県内・岩手県内の携帯電話

FOMA 2008/6/14 10:48 2:00 最大50％
mova 2008/6/14 10:48 2:00 最大50％

(2)宮城県内・岩手県内の固定電話 2008/6/14 11:09 2:21 最大75％
ソフトバンク 通話不調 2008/6/14 17:26 8:43
au 通話不調 2008/6/14 14:31 5:48

一般電話 NTT東日本

NTTドコモ
携帯電話

対応等事業会社区分
通話規制

 

 

2.2.3 ガス 

社団法人日本ガス協会のまとめによると、6月 14日 18時 30分現在、都市ガス（震度 5弱

以上の地域の事業者は表 3参照）の供給停止はなく、ガス関連製造・供給設備の大きな被害

報告もなかった。 

報道機関の情報によると、岩手・宮城両県でガス漏れの通報はあったが、いずれも軽微な

損傷であり既に復旧している。岩手県奥州市内の１戸で外壁の損傷に伴うガスの供給停止が

発生したが、6月 16日には復旧した。なお、LPガスに関する被害情報は入っていない。 

表 2.3 震度 5弱以上の地域の都市ガス事業者（6月 14 日 18 時 30 分現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：社団法人ガス協会 HP http://www.gas.or.jp/press/newsrelease/notice2008061401.pdf） 

 

震度 市町村名 都市ガス事業者 需要家数（件）
6強 奥州市 水沢ガス 約5,900

栗原市 都市ガス事業者なし
6弱 大崎市 古川ガス 約5,600
5強 北上市 都市ガス事業者なし

一関市 一関ガス 約2,800
名取町 仙南ガス 約300

仙台市ガス局 約361,000
宮城野区
若林区
利府町

塩釜ガス 約12,500
5弱 泉区 仙台市ガス局 約361,000

青葉区 仙台市ガス局 約361,000
石巻市 石巻ガス 約14,700
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2.2.4 上下水道 

(1) 上水道 

厚生労働省のまとめによると、6 月 17 日 15 時現在の総断水戸数は、岩手・宮城・秋田・

山形の 4 件で約 5,500 戸、このうち復旧したのは約 4,200 戸（地震発生後 78 時間経過、復

旧率＝76％）である。（参考資料 2 図 2-1、表 2-1 参照） 

表 2.4 水道施設の被害状況（6月 17 日 15 時現在） 

 
出典：厚生労働省 HP 
平成 20 年(2008 年)岩手・宮城内陸地震の被害状況及び対応について（第 12 報) 厚生労働省 
http://www.mhlw.go.jp/houdou/2008/06/h0617-1.html 

 

 

(2) 下水道 

国土交通省のまとめによると、6 月 18 日 7 時 30 分現在、マンホール隆起・陥没、汚泥

処理施設の一部損傷が発生しているが、施設機能に支障はないことが確認されている。 

なお、宮城県栗原市に対して、国土技術政策総合研究所より TEC-FORCE（緊急災害対

策派遣隊）が派遣された（6 月 16 日現地調査終了）。 

表 2.5 下水道施設の被害状況（6月 18 日 7 時 30 分時現在） 

都道府県 所在地名 施設名 被害状況等 対応状況等
宮城県 栗原市 公共下水道管きょ マンホール隆起・陥没（約70箇所） 流下機能は確保されている
宮城県 栗原市 流域下水道管きょ マンホール隆起・陥没（約30箇所） 流下機能は確保されている
岩手県 奥州市 水沢浄化センター 汚泥処理施設が一部損傷 応急復旧済み、水処理に支障なし  

出典：国土交通省 HP 資料に一部加筆 
災害情報（平成 20 年 6 月 18 日 9 時 00 分作成）国土交通省 
平成 20 年（2008 年）岩手･宮城内陸地震について（第 14 報） http://www.mlit.go.jp/common/000017366.pdf 
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2.2.5 交通機関 

(1) 道路 

◆一般道 

国土交通省のまとめによると、6月 17日 7時現在、県管理道路の 22区間において全

面通行止めが発生している。直轄国道は全線通行可能となっている（参考資料 2 図 2-2、

表 2-2 参照）。 

震源地近くの宮城・岩手県境周辺の地盤は、活火山の栗駒山（標高 1,627m）から噴出

した火山灰などが堆積して形成された比較的崩れやすい性状の地盤である。そこへ今回

の地震により非常に強い力が加わり、法面崩壊、土砂災害に伴う道路の寸断が多発した

と考えられる。 

 

 

【被害の概要】 

① 落橋 ··································道路橋 1箇所、人道橋 1箇所 

② 路面損傷···························8箇所 

③ 路肩損傷···························2箇所 

④ 法面損傷···························4箇所 

⑤ 土砂崩落・落石 ···············7箇所 

⑥ 大規模崩落·······················2箇所 

⑦ その他·······························2箇所（道路陥没、踏掛版隆起） 

 

 

(2) 鉄道 

国土交通省のまとめによると、6月 17日 13時 30分時現在、鉄道各社とも通常の運行状

態に回復している。今回の地震では、鉄道において特に大きな被害は発生しなかった。一

部で架線損傷等の被害が発生したが、地震発生翌日に復旧した。（参考資料 2 表 2-4 参

照） 

 

(3) バス 

国土交通省のまとめによると、6月 17日 13時 30分時現在、今回の地震により負傷者の

発生が報告されている。なお、高速バスは全線運行を再開している。 

 

(4) 空港 

国土交通省のまとめによると、6月 17日 13時 30分時現在、青森・三沢・花巻・福島・

仙台・大館能代・秋田・庄内・山形の各空港における滑走路、その他施設について異常、

人的被害ともなく、現在通常運用中である。 
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(5) 港湾 

国土交通省のまとめによると、6月 17日 13時 30分時現在、港湾施設の点検の結果、い

ずれの施設も異常ないことが確認された。 

 

(6) 海上交通 

国土交通省のまとめによると、6月 17日 10時 30分時現在、施設の被害はなく、一部運

休していた（余震の影響を考慮）航路も 6月 17日より運行が再開された。 

 

2.3 土砂災害 

国土交通省のまとめによると、2008年 6月 18日 7時 30分現在、岩手・宮城の両県において多

くの土砂災害が発生しており、岩手･宮城県境の栗駒山周辺では、11箇所の河道閉塞（天然ダム）

が確認されている。 

 

 

表 2.6 土砂災害発生件数 

岩手県 宮城県 秋田県 福島県 計
土石流 1 1
地すべり 1 1 2
がけ崩れ 4 8 1 1 14
計 5 10 1 1 17  

 

表 2.7 河道閉塞（天然ダム）発生箇所 

河川名 位置 箇所数
迫川 花山ダム（宮城県）上流 5
二迫川 荒砥沢ダム（宮城県）貯水池内 1
三迫川 栗駒ダム（宮城県）上流 1
磐井川 4
計 11  

 

 

河道閉塞（天然ダム）への対応については、国土交通省の現地調査結果に基づき、決壊や氾濫

の恐れが特に高い 3箇所（岩手県一関市 1箇所、宮城県栗原市 2箇所）について緊急対策工事の

実施が決定された（6月 17日）。 

なお、土砂災害による人的被害も発生しており、死者 7名、行方不明 2名となっている。 

死  者：宮城県栗原市 湯浜温泉 1名、駒ノ湯温泉 5名、福島県いわき市 1名 

行方不明：宮城県栗原市 駒ノ湯温泉 1名 

 

表 2.8 土砂災害による人的被害 

宮城県 福島県 計
死者 6 1 7
行方不明 2 2
計 8 1 9  

 

写真 2.1 荒砥沢ダム上流の山地崩落 

写真提供：共同通信社 
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3 企業の被害状況 

 

2008 年 6 月 17 日現在までに公表されている報道機関の情報によると、新潟県中越地震・新潟

県中越沖地震のように大きな被害がでた企業は少なく、ほとんどの企業が通常操業している。発

災が休日であったこと、山間部中心の地震であったため、震源地周辺の工場が少数であったこと

も理由であると考えられる。また、一方で BCP 関連の対応が活かされた事例もあった。 

【BCP 関連事例】 

・阪神淡路大震災や新潟県中越地震・新潟県中越沖地震の教訓を活かし、工場建屋・設備の耐

震補強実施企業が増加。 

・災害の初動対応マニュアルの整備を推進している企業の増加。 

・地震発災直後から、本社から技術者を現地に派遣し、数百人体制で生産ラインの点検・整理

をした企業もあった。 

・地震発生直後に、東京の本社に対策本部を設置し、対応を開始した企業もあった。 

 

主な企業の被害状況は下表のとおりである。（出典：新聞各紙の情報よりとりまとめ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6/14 6/15 6/16 6/17

1 A社 岩手工場 小型車を生産

組み立てのため天井からつり下げていた乗用車の車台約70台が地
震の揺れで落下。１４日は休業日だったが、週明けの操業を判断
するため、同日午後、静岡県内の本社から技術者十数人を現地に
派遣。約五百人態勢で生産ラインを点検し、散乱した部品などを整
理。設備に被害はなく、16日朝から通常通り操業。

○ ○ ●

2 B社 いわき工場 自動車生産工場
生産ラインを一時ストップさせたが、点検の結果、被害はなく、まも
なく操業を再開。

●

3 C社
角田工場
丸森工場
岩手工場

燃料噴射装置・カーエアコン生産
14日休日であったが、早急に責任者らが集まり、被害の有無を確
認。問題はなかった。

●

4 D社 本社工場
自動車用電子系部品・吸排気制御
部品・車体機能部品の製造

16日から通常操業。 ○ ○ ●

5 E社 本社工場 車用鍛造部品製造
14日の工場稼働中に発災。一度設備を停止し、安全点検実施後、
即日操業再開。

●

6 F社 岩手工場 内装部品製造 棚からの落下物はあったが、設備や従業員被害なし。 ●

7 G社 一関工場 ピストンリング製造

地震発生後、一部生産ラインを休止し、従業員の安全確認・設備
点検を実施。被害としては、建物の壁の一部にヒビが入り、装置数
台の位置ズレが発生。復旧作業後、15日夕方から操業再開。以前
から設備の固定など災害対策に取り組んでいたため、被害が軽微
だった。

○ ●

No.
区
分

社名
●：通常操業　○：停止・点検・休業日等

自
動
車
関
連

工場名 事業概要 被害状況
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6/14 6/15 6/16 6/17

8 H社 東北工場

食肉加工品の製造及び販売
食肉の加工及び販売
調理加工食品、惣菜類の製造及び
販売

地震発生後、一時生産を停止したものの16日から本格的に稼働。
震度６強を記録したが、平野部のため被害は最小限になった。14
日、配管が被害を受けガス停止。15日から一部稼働。16日から本
格復旧。

○ ○ ●

9 I社 仙台工場
レトルト食品（カレー、丼、炊き込み
ご飯の具など）の製造

地震の被害はほとんどなく、16日から通常生産開始。阪神淡路大
震災の教訓で工場の耐震強度を高めていた。

○ ○ ●

10 J社 仙台工場 酒類の製造・販売
仕込み用の水１５００キロリットルをためるタンクに亀裂が入った。修
繕で１5日に復旧する見込み。同工場は定期点検のため１4日から１
6日まで休業中で出荷への影響はなかった。17日から生産を再開。

○ ○ ○ ○

11 K社 仙台工場 酒類の製造・販売 目立つ被害なし。 ●

12 L社
仙台工場
青森製作所

ガス・水道メータ・空調関連機器製
造。

地震直後、被害状況確認。問題なしと判明し、16日から通常通り操
業。

○ ○ ●

13 M社 本社工場
携帯電話用LCD・LCMの製造及び
ICパッケージ実装

地震により、半導体パッケージ装置が自動停止。14日中に品質を
確認し、操業再開。

●

14 N社 宮城工場 火災報知器生産
地震による生産設備への影響なし。16日10時まで生産ラインを止
め、チェック後操業再開。

○ ○ ●

15 O社 本社工場 小型印刷機生産 地震による被害なし。 ●

16 P社
北上工場
福島工場

工作機械の製造および販売
地震の影響はなく、16日から平常通り操業。14日は予め決められた
担当者が工場へ向かい、異常の有無を確認。その後、連絡網で工
場の状況を関係者へ報告。

○ ○ ●

17 Q社 -

マシニングセンタ・NC放電加工機・
NCフライス盤・フライス盤・工具研削
盤
CAD/CAMシステム・FMS等の製造・
販売・輸出

地震発生直後、東京の本社内に対策本部を設置し、9時半から岩
手県と宮城県内の顧客をリストアップし、顧客に電話し、工作機械
の故障の有無を調査。万全のサービス体制を整えた。

●

18 R社 -
半導体製造装置と精密計測機器の
製造販売

地震発生後、顧客の３次元測定機の精度狂いを３件確認。宮城な
どの拠点で対応できない場合、東京から校正技術者を送り込む態
勢を作った。

●

19 S社 - 精密測定機器の製造・販売
本社である川崎市に対応窓口を設置し、顧客対応を実施。校正な
どの要請を10件程度受付。

●

20 T社 仙台研究所
半導体・部品テストシステム事業、メ
カトロニクス関連事業、サービス他

検査機器部品の生産一時停止。14日午後再開。 ●

機
械
関
連

No.
●：通常操業　○：停止・点検・休業日等

区
分

社名 工場名 事業概要

食
品
関
連

被害状況
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6/14 6/15 6/16 6/17

21 U社
くりこまファクト
リー

テープ用磁気ヘッド生産
テープレコーダー部品の生産設備の一部が定位置から動いている
ことが16日朝判明。生産を取りやめた。17日に再開の見込み。

○ ○ ○ ●

22 V社 仙台工場 ＤＶＤ部品生産 操業を一時停止したが、安全確認後、15日より通常操業。 ○ ●

23 W社 岩手工場 半導体製造

精密加工が必要な大規模集積回路（ＬＳＩ）を手がけており、点検に
時間がかかっている。16日に一部操業再開。16日も破損した製造
装置の点検と補修を続けたが、まだ全面復旧のめどは立っていな
い。地震発生直後から在庫の出荷を継続しているため、他工場の
生産に影響はない。

○ ○ ○ ○

24 X社 岩手事業所 半導体製造
地震で安全装置が作動し、製造装置の一部が停止したが、15日朝
から操業を再開。

○ ●

25 Y社 本社工場 半導体製造
地震発生により、安全システムが作動し、ガス供給や製造装置の一
部が停止。地震発生の当日午後からライン稼働。

●

26 Z社 北上工場
半導体製造用フォトマスクの製造及
び販売

建物を耐震構造にしているほか、地震がおきても機械装置を安全
に確保できる配置にしていたため、大きな被害はでなかった。

●

27 AA社 本社工場
ブルーレイ機器用の半導体レー
ザーなどを生産

地震発生後、操業を自動停止したが、順次再開し、16日には通常
操業。

○ ○ ●

28 BB社 鶴岡工場 LSI、IC、トランジスタの製造 地震発生後、揺れで一部装置が停止。順次再開。 ●

29 CC社
岩手事業所
仙台事業所
白石事業所

エネルギーデバイス・ネットワークデ
バイス・ファンクションデバイス製造

建物・設備の被害なし。岩手事業所で一部の壁にヒビが入り、天井
の一部がはがれたが、構造的に問題はなかった。耐震設備を導入
済であった。

●

30 DD社 水沢工場
光ピックアップ・フロントエンドモ
ジュール・電源・各種トランス生産

地震後の点検で、設備に異常がなかったため、15日に生産を再
開。

○ ●

31 EE社 金ケ崎工場

自社開発の抗生物質の原末から製
剤・包装までの一貫製造と、開発さ
れた抗生物質の新薬のパイロット製
造

工場の配管の一部に損傷が見られた。致命的な損傷ではないもの
の、点検のため生産を中止。一部ラインは復旧したが、完全復旧の
めどはまだたっていない。点検が済み次第通常勤務に入る。

○ ○ ○ ○

32 FF社 釜石製作所
特殊鋼を中心として棒鋼・線材製品
の一貫生産・販売

地震発生直後にラインを止め、点検作業をしたが、問題ないことが
確認されたため、即座に稼働を再開。けが人もなく物流面での被害
もない。

●

33 GG社 仙台製造所
普通鋼鋼片、特殊鋼鋼片の製造お
よび販売・普通鋼鋼材、特殊鋼鋼材
の製造および販売

地震発生直後一部の装置が自動的に停止。その後、点検を実施し
たが生産に支障がなく、1時間程度で再稼働。

●

No.

電
機
関
連

被害状況
●：通常操業　○：停止・点検・休業日等

そ
の
他
製
造

区
分

社名 工場名 事業概要
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6/14 6/15 6/16 6/17

34 HH社 岩手工場 セメント事業 一時停止後に再開。 ●

35 II社 本社工場 自動車バッテリーサイクル事業 16日は通常の７割程度の操業。今週末から通常操業に戻る予定。 ○ ○ ○ ○

36 JJ社 北上工場
タイヤ関連材料、環境対策製品、各
種産業機械、金属繊維などの製造
および販売

タイヤ材料生産を一時停止後に再開。 ●

37 KK社 秋田工場
各種シャッター､住宅建材､ビル用建
材の製造及び販売

月曜日から通常通り操業。 ○ ○ ●

38 LL社 一関工場
住宅用・ビル用サッシ・シャッター等
製造

仕掛品が棚から落ちた程度の被害であった。 ●

39 MM社 石巻工場
新聞用紙、上質紙、塗工紙、微塗工
紙、中質紙製造

地震の影響なし。 ●

40 NN社 本社工場
半導体及び液晶関連装置用部品加
工　等

地震により、工場建屋にひびが入りマシニングセンターなどの設定
に影響がでた。完全復旧は１ヶ月後になる見通し。

○ ○ ○ ○

41
OO社
PP社
QQ社

- 宅配
土砂崩れなどのため被災地周辺で宅配便の集配ができない状態
が続いている。

○ ○ ○ ○

42 RR社 - 旅行 東北のツアーを一部停止。 ○ ○ ○ ○

43
SS社
TT社

- 小売
地震発生当初、商品の散乱や器具の破損があったため、午前中の
段階で売り場の一部を閉鎖したりした。15日は通常通り営業した。

○ ●

サ
ー

ビ
ス
・
小
売
等

社名No.

そ
の
他
製
造

工場名 事業概要 被害状況
●：通常操業　○：停止・点検・休業日等

区
分
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下図は、主な企業について 2ページ掲載の気象庁から発表されている想定震度分布上にプロット

したものである。また、青字の円は、震源から半径 20km・50km の同心円である。大きな被害とな

った企業は少ないが、設備の位置ズレなどの被害があり、生産ラインの稼働までに時間を要した

企業が若干数あった（電機関連の 21・23、その他製造の 31・35 等）。それらの企業は、震度６強・

震度６弱内に位置していることがわかる。 
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4 その他 

4.1 緊急地震速報 

4.1.1 緊急地震速報とは 

緊急地震速報とは、気象庁が中心となって提供している地震情報（揺れの予報・警報）である。

地震が発生した際に震源に近い観測点で早期に揺れ（初期微動）をキャッチして、直ちに震源位

置やマグニチュードを推定し、強い揺れ（主要動）が迫っていることを呼びかける情報である。

提供される情報の内容で以下の 2つに区別される。 

 2006年 8月 ：高度利用者向け配信を開始（提供を受けるには手続きが必要） 

 2007年 10月：一般向け配信を開始 

 

 

4.1.2 岩手・宮城内陸地震と緊急地震速報 

 一般向けの速報が開始されて今回で 3例目 

 本震が発生した 6月 14日は午後 7時までに余震 2回の速報が発表された 

 過去 2 回の地震時には、一部でその信頼性や有用性に疑問の声があった（08 年 5 月

8 日の茨城県沖を震源とした地震では震源から離れた場所でも速報が間に合わなか

った） 

 今回は、震度 4 以上が観測された地域で揺れが到達する前に速報が届けられた地域

もあり、機能面で一定の成果をあげた形となった 

 

4.1.3 気象庁の速報発表経緯 

 気象庁の緊急地震速報の発表経緯について下表に示す。 

気象庁では初期微動（P波）検知後 4.5秒で一般向け緊急地震速報を発表している。このため、

5秒以内に大きな揺れ（S波）が到達した地域には緊急地震速報はほぼ同時か、遅れて到達したこ

とになる。（参考資料 4に地震速報の詳細を示す。） 

表 4.1 気象庁 緊急地震速報の発表経緯 

時 間 

平成 20年 06月 14日 

P波検知後 

経過時間 
対 応 

午前 8時 43分 50.7秒 － 初期微動（P波）を検知 

午前 8時 43分 54.2秒 

 

3.5秒 緊急地震速報発表対象となる予想最大震

度「5弱」となる 

午前 8時 43分 55.2 秒 4.5 秒 最大震度「5強」に修正し一般向け緊急地

震速報を発表 

午前 8時 43分 59.1秒 8.4秒 最大震度「6強」に再修正 
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4.1.4 大きな揺れまでの猶予時間 

気象庁から緊急地震速報が発表された時点（P 波検知から 5 秒程度）では、震源地付近を中心

とする半径 30km程度にすでに大きな揺れ（S波）が到達している。 

震度 市町村名 

震源からの 

概略距離

（km） 

緊急地震速報の到達から 

大きな揺れまでの猶予時間 

6強 ①岩手県奥州市 27.5 なし（4.43秒後に到達） 

6強 ②宮城県栗原市 33 0.3秒（揺れとほぼ同時） 

6弱 ③宮城県大崎市古川 53 5.38秒 

5強 ④宮城県黒川郡 56 11.6秒 

5弱 ⑤仙台市宮城野区 82 15.32秒 

 

 

 

 

 

 

平成 20年 06 月 14日 08時 43分 岩手県内陸南部 

北緯 39.0度、東経 140.9度、深さ 10km、マグニチュード 7.0 

一般向け緊急地震速報を発表した地域及び主要動到達までの時間 

出典：気象庁 HP 資料に一部加筆 
http://www.seisvol.kishou.go.jp/eq/EEW/kaisetsu/joho/20080614084350/reachtime/reachtime.html 
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4.2 政府・行政の対応 

4.2.1 対策室の設置 

政府は初動対応として、発生 7 分後の午前 8 時 50 分、首相官邸の危機管理センターに官邸対策

室を設置し、緊急参集チームを召集した。3 時間後には政府調査団（団長：防災担当大臣）を現

地に派遣している。この対応は昨年の能登半島地震の時とほぼ同じ早さで、迅速な対応であった

といえる。 

激甚災害指定について、国土交通大臣は今後の調査を踏まえて判断するという消極的な考えを

示した。また、防災担当大臣は至急被害額を算定するよう指示し、今月末までに結論を出す考え

を示している。 

 

4.2.2 各省庁の動き 

各省庁の動きは以下のとおりである。今回特に注目される動きとして国土交通省の

TEC-FORCE の派遣が挙げられる。TEC-FORCE は、事前に人員、資機材などを派遣する体制を整

備し、十分な予算や技術者の確保が困難な地方自治体を支援するとともに、被害の拡大防止や早

期復旧につなげるために 2008 年 5 月に創設された組織。今回の地震で初めて派遣された。 

TEC-FORCE の調査によると、大規模な土砂崩れにより、河道閉塞や道路通行止めによる被害

が多発しており、二次災害防止のための早急な対策が必要であると判断。また、被害が広域にわ

たっており、早急な被害の全容把握が必要な模様。 

 

省庁名 活動内容 

国土交通省 1. 本省、地方整備局、気象庁等からなる TEC―FORCE（緊急災害対策派遣隊）を現地

に派遣（17 日 08:00 現在、９３班、２５８名） 

2. 照明車１９台、衛星通信車３台、遠隔操縦式バックホウ４台等を派遣 

厚生労働省 1. １２都県からＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）計３６チームを現地に派遣。岩手県、宮

城県においての医療ニーズを確認し、各県での医療対応が可能であることから、医

療活動は県に引き継ぎ、ＤＭＡＴは活動を終了。 

防衛省 1. 災害派遣（約１９００人、車両約４５０両、航空機約５０機） 

2. ４箇所で捜索・救助活動実施中、この他、道路啓開２箇所、生活支援活動３箇所 

消防庁 1. 緊急消防援助隊を派遣（３５５人、陸上部隊７８部隊、航空部隊７隊（被災地外からの

出動）。この他、宮城県内消防隊１０２０人、岩手県内消防隊９７５人） 

2. ４箇所で捜索・救助活動実施中、この他、現地調査を実施 

警察庁 1. 広域緊急援助隊を派遣（約３８００人（※災害警備本部員を含む）、ヘリ４機） 

2. ６箇所で捜索・救助活動実施中、この他、崩落箇所等の調査を実施 

海上保安庁 1. 巡視船１隻、航空機６機を派遣 
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【TEC-FORCE とは】 

大規模自然災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、被災地方公共団体等が行う

災害応急対策に対する技術的な支援を円滑かつ迅速に実施することを目的として作られた組織。

国土交通省本省、国土技術政策総合研究所、国土地理院、地方支分部局、気象庁に設置され、先

遣班、現地支援班、情報通信班、高度技術指導班、被災状況調査班、応急対策班、輸送支援班、

地理情報支援班、気象・地象情報提供班より構成される。大規模自然災害が発生したときは、被

災地に TEC-FORCE を派遣し、被害状況の調査、被害の拡大防止、早期復旧に関する地方公共団

体等の支援を行う。 

 

 
 

(出典) 

・内閣府 HP：平成 20 年（2008 年）岩手・宮城内陸地震について（第３報）

http://www.bousai.go.jp/saigaikinkyu/2008-iwate-cao-003.pdf 

・首相官邸 HP：（平成 20 年（2008 年）岩手・宮城内陸地震について）

http://www.kantei.go.jp/jp/kikikanri/jisin/iwate_miyagi/0806171430.pdf 

・国土交通省 HP：平成 20 年（2008 年)岩手・宮城内陸地震について（第１３報）

http://www.mlit.go.jp/common/000017318.pdf 
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 4.3 長周期地震動 

 

14 日朝に発生した岩手・宮城内陸地震により、震源から 300km 以上離れた東京都港区の六本

木ヒルズ森タワーの高層階用エレベーター28 基が停止した。 

これは、加速度レベルは小さいものの、ゆっくりと大きな揺れ幅を持つ「長周期地震動」を検

知したことにより停止したものである。今回の地震の特徴として、震源が浅く、地震の規模が大

きかったために P 波、S 波の後から表面波と呼ばれる周期の長い地震動が強く発生し、やわらか

い層が厚く堆積する関東平野で強く増幅したものと考えられる。そして高層ビルの固有周期が周

期の長い地震波と共振し、揺れがさらに増幅され、大きな揺れが長く続いた（周期の長い地震動

が平野内に閉じ込められたため３分以上継続したもの）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1 岩手・宮城内陸地震の揺れの伝わる様子 

東大地震研の報告によれば、今回の地震で発生した長周期地震動は、震源が近かった（200km

程度）2004 年新潟県中越地震（M6.8）、2007 年新潟県中越沖地震（M6.8）に比べて 1/2～1/3 程度

の地震動レベルであったものの、M7 クラスの浅い地震が発生した場合には、関東平野において

周期が 6 秒から 8 秒程度の長周期地震が発生するとされている。 

その場合には、固有周期の長い構造ビルや長大橋、あるいは石油貯蔵タンクなど内容物のスロ

ッシングの影響が懸念される構造物などに影響を及ぼすことが予想される。 

今後発生する可能性が高いと考えられている、東海・東南海・南海地震などの海溝型巨大地震

が発生した場合にも長周期地震動に襲われることが指摘されているが、その影響については未解

明な部分が多く、今後の研究成果等に着目しておく必要がある。 

また、特に高層建物が建ち並ぶ大都市圏では、長周期地震動による地震被害に備え、人命安全

の観点からも、まずはオフィスにおける身の回りの固定対策や、緊急地震速報の導入などの事前

対策を、確実に実施しておく必要がある。 

�長周期地震動の生成については、参考資料 5 を参照 

 

出典：「2008年 6月 14日 岩手・宮城内陸地震（M7.2）－揺れの広がり方－」 

（東大地震研 強震グループ）に加筆 

関東平野で揺れが

継続している 
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参考資料 1 岩手・宮城内陸地震の発振機構 

 

■ 地震の発振機構 

本地震の発振機構は、西北西－東南東方向に圧縮軸を持つ逆断層型である。また、余震域は

南北方向に広がり、一部は宮城県側にも及んでいる。地震調査研究推進本部によれば、今回の

地震の震央周辺には、図 1-1 の通り、北上低地西縁断層帯、雫石盆地西縁－真昼山地東縁断層

帯、横手盆地東縁断層帯といった活断層の存在が知られている。このうち、震央に近い北上低

地西縁断層帯は、平均活動間隔が 16000年～26000年、現時点から 30年、50年のうちに発生す

る確率がほぼ 0とされている。その上、今回の地震の震央域はそれら既知の活断層のいずれに

も相当せず、未知の活断層によるものであるとの可能性が指摘されている。このように、今回

の地震は、既往の調査研究では地震危険度が低いとされていた地域で発生したものである。 

東北地方脊梁部では浅い地震活動が活発である。今回の震源域の約 30km 南東では、宮城県

北部地震（1900年M7.0，1962年M6.5）が発生しているほか、さらにその 30km南方では 2003

年 7月に宮城県北部の地震（M6.2）が発生しており、これらの地震活動は連続的に分布してい

る。また、今回の地震の 20km南西では，1996年にM6.1の地震が発生している。 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 震源付近の既知断層 

断層番号 断層名

1301 北上低地西縁断層帯
1401
1402
1403
1501
1502

雫石盆地西縁－真昼山地東縁断層帯

横手盆地東縁断層帯
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■ 東北地方の地震リスク 

図 1-2 は、地震調査研究推進本部による、今後 30 年以内に震度 6 弱以上の揺れに見舞われる

確率を示したものである。太平洋側においてプレート境界型地震の発生頻度が高いことから、

宮城県沿岸部～やや内陸部における発生確率が高く評価されていることが読み取れる。一方、

岩手県内陸南部・宮城県内陸部では、活断層の活動間隔が比較的長期であることから、宮城県

沿岸部～やや内陸部に比べて発生確率が低く評価されていることが解る。 

図 1-3 は、東北地方において 1885 年から 1997 年までに発生した被害地震を地図上にプロッ

トしたものである。東北地方の地震活動は、次の 3 つに大別される：1)太平洋プレートと北米

プレートの境界である日本海溝付近で発生するプレート境界型地震、2)陸域の浅いところ（深

さ約 20km 以浅）で発生する地震、3)ユーラシアプレートと北米プレートの境界である日本海

東縁部で発生する地震。東北地方においてこれまでに知られている被害地震のほとんどは 1)に

相当する。このメカニズムによる地震としては、宮城県沖地震（1978，Mag.7.4）、三陸はるか

沖地震（1994，Mag.7.5）などが挙げられる。 

一方、今回の地震は上述の 2)に分類される。このメカニズムによる過去の被害地震としては、

宮城県北部地震（1900 年，Mag.7.0）、秋田仙北地震（1914 年，Mag.7.1）などが挙げられる。

図 1-1 で一部示した通り、東北地方の活断層はいずれも南北方向に延びるように分布しており、

東西方向から圧縮されるような力がかかることにより発生する地震である。これらの活断層の

活動間隔は約 3000 年～約 20000 年と長く、被害地震が知られていない地域であっても、その地

域で被害地震が発生しないことを示しているわけではない。 
 

 
 

 

 

 

図 1-2 北日本地域の今後 30 年以内に

震度 6弱以上の揺れに見舞われる確率 
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（出典） 

・消防庁，平成 20 年(2008 年)岩手・宮城内陸地震（第 30 報），2008/6/17． 

・地震調査研究推進本部，「全国を概観した地震動予測地図」報告書，2006． 

（URL: http://www.jishin.go.jp/main/chousa/06_yosokuchizu/index.htm） 

・防災科学技術研究所，「平成 20 年（2008 年）岩手・宮城内陸地震」． 

（URL: http://www.hinet.bosai.go.jp/topics/iwate-miyagi080614/） 

・地震調査研究推進本部，「平成 20 年（2008 年）岩手・宮城内陸地震の評価」，2008/6/14． 

（URL: http://www.jishin.go.jp/main/chousa/08jun_iwate_miyagi/index.htm） 

・島崎邦彦，「地震調査委員会による評価など」， 

（URL: http://www.eri.u-tokyo.ac.jp/topics/Iwate2008/shimazaki-1.html） 

・地震調査研究推進本部地震調査委員会編，「日本の地震活動－被害地震から見た地域別の特

徴－（追補版）」，1999． 

図 1-3 東北地方の被害地震 
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参考資料 2 インフラ被害データ 

 

表 2-1 水道施設の被害状況（6月 17 日 15 時現在） 

県名 市町村名 断水戸数 復旧戸数 備考
一関市 308 282
奥州市 1,420 635
北上市 30 30 復旧済み
金ヶ崎町 20 20 復旧済み
計 1,778 967
登米市 20 20 復旧済み
大崎市 398 330 復旧済み
塩釜市 15 15 復旧済み
栗原市 3,121 2,657
美里町 30 30 復旧済み
計 3,584 3,052
湯沢市 15 15 復旧済み
計 15 15
舟形町 180 180 復旧済み
計 180 180

5,557 4,214合計

４．山形県

３．秋田県

１．岩手県

２．宮城県
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図 2-1 水道施設の被害状況（6月 17 日 15 時現在） 

出典：厚生労働省 HP 
平成 20年 6月 17日 18時 30分現在 
平成 20年(2008年)岩手・宮城内陸地震の被害状況及び対応について（第 12報) 厚生労働省 

http://www.mhlw.go.jp/houdou/2008/06/h0617-1.html 
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図 2-2 道路被災状況（6月 17 日 15 時現在・全面通行止め区間）出典：国土交通省 HP 引用 

 

 

 

丸数字：被災箇所 

このうち 

白丸：孤立地域 

（6 月 17 日 15 時現在）

青丸：写真掲載箇所 
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表 2-2 道路被災状況（6月 17 日 15 時現在・全面通行止め区間）出典：国土交通省 HP  

No. 県名 箇所名 被害概要 その他
図面
番号

1 秋田 国 国道397号 東成瀬村岩井川～岩手県境 路面亀裂 － 1
2 秋田 国 国道398号 湯沢市皆瀬小安奥山～宮城県境 路肩崩壊 緊急車両通行可 2
3 秋田 （主） 湯沢栗駒公園線 湯沢市高松（黒滝橋付近） 法面崩壊 － 3
4 秋田 （一） 仁郷大湯線 東成瀬村椿川～湯沢市皆瀬小安奥山 落石 － 4

5 岩手 国 国道342号
一関市矢櫃ダム付近
人道橋落橋（一関市管理）

土砂崩落

≪孤立救出済≫
①一関市矢櫃ダム周辺
・19名（ヘリで救出）

≪復旧作業≫
15日から土砂・岩石撤去
作業中

5

6 岩手 国 国道342号 祭畤橋 落橋

≪孤立救出済≫
①一関市まつるべ地区
・約100名（海保ヘリで避
難）

②一関市須川温泉
・100名程度（避難［帰
宅］）

≪迂回路≫
・林道を使用する迂回路
確保作業に着手（落石・
倒木の撤去作業に着手
しており、約1週間で使用

6

7 岩手 （主） 花巻衣川線 奥州市衣川区大平～小田 法面崩壊 － 9
8 岩手 国 国道397号 奥州市胆沢区胆沢トンネル西側～秋田県境 法面崩壊 － 10
9 宮城 国 国道398号 栗原市花山～秋田県境 法面崩壊 11

※16・17日、一時帰
宅者（金沢・中村・浅
布地区）は、時間帯
により通行可

≪孤立救出済≫
①栗原市浅布（あざぶ）
地区
②栗原市中村地区
③栗原市金沢地区
・計212名（自衛隊ヘリで
避難）
・16日午後から緊急車両
のみ通行可能（松ノ原地
区～浅布地区）
・16日午後から一時帰宅
実施（18日：6時～18時の
予定）

≪人身≫
①栗原市湯浜（ゆはま）
温泉南2km
・車両3台埋没（2台救出
（死亡1名、けが2名））

10 岩手 （一） 衣川水沢線 奥州市胆沢区大袋 路面陥没 － 12

11 宮城 （主） 築館栗駒公園線 栗原市栗駒 土砂崩落

≪孤立救出済≫
①栗原市耕英（こうえい）
地区
・100名程度（海保ヘリで
避難）
②栗原市いわかがみ平
登山口
・49名避難

≪孤立≫
・3名（1世帯）

13

12 宮城 （一） 文字上尾松線 荒砥沢ダム付近 土砂崩落 － 14
13 秋田 国 国道342号 東成瀬村（檜山台～岩手県境） 路面段差 緊急車両通行可 15
14 岩手 （主） 栗駒衣川線 奥州市衣川区　餅転橋～楢原新橋 踏掛版隆起 － 16
15 秋田 （主） 横手東成瀬線 横手市山内三又～東成瀬村岩井川 路面亀裂 － 17
16 岩手 （主） 花巻衣川線 奥州市胆沢区下鹿合 路面損傷 － 18
17 岩手 （主） 花巻衣川線 金ヶ崎町永栄中山 路面損傷 － 19

【全面通行止め解除
（片側通行）】

18 宮城 （一） 沼倉鳴子線 大崎市鳴子温泉鬼首 路面段差 － 20
19 秋田 （一） 秋ノ宮小安温泉線湯沢市秋ノ宮～湯沢市川向 道路陥没 － 21
20 秋田 （一） 小安温泉椿川線 湯沢市皆瀬～東成瀬村 路面亀裂 － 22
21 宮城 （一） 岩入一迫線 栗原市花山～大崎市 路面段差 － 23

落石 －
22 宮城 （主） 栗駒衣川線 栗原市栗駒沼倉～岩手県境 土砂崩落 － 24
23 宮城 （主） 最上鬼首線 山形県境～大崎市鳴子温泉鬼首 土砂崩れの恐れ等 － 25

【全面通行止め解除】－
24 宮城 （主） 築館栗駒公園線 岩ノ目沢（崩落箇所）以西 大規模崩落 －
25 宮城 （市） 馬場駒ノ湯線 国道457号交差点以西 大規模崩落 －

路線名

26
 

出典：国土交通省東北地方整備局 HP 
平成 20 年 岩手・宮城内陸地震 道路被災状況及び通行規制情報について（平成 20 年 6 月 17 日 15 時現在） 
http://www.thr.mlit.go.jp/road/H20iwate_miyagi_nairikujisin/(080617)iwate_miyagi_nairikujisin_dourohisaijyoukyou.
pdf 
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表 2-3 鉄道各社の運行状況（6月 17 日 13 時 30 分現在） 

事業者名 線名 運転中止 主な被害状況等
東京 ～ 仙台 2008/6/14 8:44 2008/6/14 13:30 被害なし
仙台 ～ 八戸 2008/6/14 8:44 2008/6/15 6:07 （始発）架線切断→復旧

秋田新幹線 盛岡 ～ 秋田 2008/6/14 8:44 2008/6/15 6:02 （始発）被害なし
山形新幹線 福島 ～ 新庄 2008/6/14 8:44 2008/6/14 13:30 被害なし

盛岡 ～ 石越 2008/6/14 8:44 2008/6/14 16:00 被害なし
石越 ～ 東白石 2008/6/14 8:44 2008/6/14 18:18 被害なし

常磐線 原ノ町 ～ 岩沼 2008/6/14 8:44 2008/6/14 17:00 被害なし
仙石線 あおば通 ～ 石巻 2008/6/14 8:44 2008/6/14 15:45 被害なし
仙山線 仙台 ～ 陸前白沢 2008/6/14 8:44 2008/6/14 15:00 被害なし
石巻線 小牛田 ～ 女川 2008/6/14 8:44 2008/6/14 17:15 被害なし

新庄 ～ 古川 2008/6/14 8:44 2008/6/15 5:39 （始発）上野目駅でホーム縁石のズレ→復旧

古川 ～ 小牛田 2008/6/14 8:44 2008/6/14 18:30 被害なし
気仙沼線 前谷地 ～ 陸前豊里 2008/6/14 8:44 2008/6/14 17:15 被害なし
奥羽本線 及位 ～ 横手 2008/6/14 8:44 2008/6/14 12:55 被害なし
羽越本線 吹浦 ～ 二古信 2008/6/14 8:44 2008/6/14 13:49 被害なし
北上線 北上 ～ 横手 2008/6/14 8:44 2008/6/14 16:00 被害なし
釜石線 花巻 ～ 釜石 2008/6/14 8:44 2008/6/14 15:40 被害なし
山田線 津軽石 ～ 釜石 2008/6/14 8:44 2008/6/14 15:30 被害なし
大船渡線 一ノ関 ～ 盛 2008/6/14 8:44 2008/6/14 15:30 被害なし

三陸鉄道 南リアス線 全線 ～ 2008/6/14 8:44 2008/6/14 13:55 被害なし
仙台市 南北線 全線 ～ 2008/6/14 8:44 2008/6/14 12:10 被害なし
IGRいわて銀河鉄道 いわて銀河鉄道線 盛岡 ～ 厨川 2008/6/14 8:44 2008/6/14 10:18 被害なし
仙台空港鉄道 仙台空港線 名取 ～ 空港 2008/6/14 8:44 2008/6/14 18:00 架線損傷→復旧

福島 ～ 富野 2008/6/14 8:44 2008/6/14 12:08 被害なし
富野 ～ 槻木 2008/6/14 8:44 2008/6/14 17:16 被害なし

運転中止区間 運転再開

阿武隈急行

JR東日本

阿武隈急行線

陸羽東線

東北本線

東北新幹線

 

出典：国土交通省 HP 
災害情報（平成 20年 6月 18日 9時 00分作成）国土交通省 
平成 20年（2008年）岩手･宮城内陸地震について（第 14報） http://www.mlit.go.jp/common/000017366.pdf 
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図 2-3 天然ダム（河道閉塞）発生状況（6月 15 日 23 時現在）出典：国土交通省 HP 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4 土砂災害状況（6月 15 日 12 時現在）出典：国土交通省 HP 
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参考資料 3 祭畤（まつるべ）大橋の落橋 

 

祭畤大橋は、昭和 53年に竣工した橋長 95ｍを有する鋼 3径間連続非合成鈑桁橋である。竣

工年から判断すると、本橋は昭和 46年の道路橋耐震設計指針に基づき設計されていると考えら

れ、当時の設計加速度の基準値は 200gal であった。現行の設計基準では、レベル 2 地震動1に

おける設計加速度の基準値は 600gal以上である。 

兵庫県南部地震では、昭和 55 年の道路橋示方書2よりも古い基準を適用した橋梁に多くの被

害が発生した。そのため、国土交通省では橋梁の耐震補強を、着実に進めているが、国土交通

省の橋梁耐震補強マップによれば、本橋は耐震補強が未実施であった模様である。 

被害写真から判断すると、架橋位置は震源地から 2㎞程度しか離れておらず、橋軸方向の揺

れにより、2 基の橋脚に非常に大きな地震力が作用したことが想像される。その結果、一関側

の橋脚が崩壊し、支えを失った橋桁の中央部が折れて落橋したと考えられる。 

昭和 55年以前の鉄筋コンクリート橋脚は、鉄筋量が少なく、それ以降の橋脚に比べて靭性3が

小さいため、設計値以上の地震力が作用した結果、せん断破壊を起こし、橋桁を支持する力が

急速に失われたと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             
1
橋の供用期間中に発生する確率は低いが大きな強度を持つ地震動のこと。（レベル１地震動は、橋の供用期間中に発生する確立

が高い地震動。地震動の大きさはレベル２地震動に比べて小さい） 
2
日本における橋や高架の道路等に関する技術基準を定めたもの。社団法人日本道路協会より「道路橋示方書・同解説」として

発行されており、共通編，鋼橋編，コンクリート橋編，下部構造編および耐震設計編の 5編で構成される。 
3
粘り強さのこと。ある強度（または変形）に達しても急激な強度低下を起こしにくい性質のこと。 
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参考資料 4 緊急地震速報の詳細 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：気象庁 HP 
http://www.seisvol.kishou.go.jp/eq/EEW/kaisetsu/joho/20080614084350/content/content_out.html 
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参考資料 5 長周期地震動の生成 

 

■ 揺れが広がる様子 

図 5-1 は、震源から南方位に向けて地震計記録（地動速度，東西成分）を並べたものである。 

まず P 波（縦波）が、秒速約 6km の速い速度で伝わり、その後大きな震幅を持つ S 波（横波）が

秒速 3.5km の速度で広がっている。Ｓ波の後からは、周期の長い大きな表面波が伝わっていく。

Ｐ波とＳ波は距離とともに急速に弱まるが、表面波は遠距離を伝わってもあまり弱まらず、関東

平野に入ると強く増幅され、大きな揺れを作っていくことがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1 震源から関東に向かって並べた地震波形 

出典：東京大学地震研究所 
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■ 揺れの強さの分布 

強い加速度を作り出す，周期１秒以下の小刻みな揺れ（短周期地震動）は、伝播とともに急

激に弱まる。図 5-2（a）最大加速度分布を見ると、震源を中心とする同心円状の加速度分布が

確認できる。栃木県から埼玉県・茨城県境にかけて加速度の大きな飛び地が見られる。直下の

柔らかい表層地盤により，短周期の地震動が強く増幅されたことが考えられる。 

揺れの周期が 2 秒を越えるようなゆっくりとした揺れ（長周期地震動）は、遠距離を伝わっ

てもあまり弱まらない。そして、平野の地下を覆う厚い堆積層に入ると、共振を起こして強い

増幅が起きる。揺れは内部に閉じ込められるため、平野ではゆったりとした揺れが長く続いた

ことが考えられる。 

長周期地震動が作り出す加速度レベルは小さいものの、地表に大きな揺れ幅（震幅）が生ま

れる。図 5-2（b）最大地動変位分布を見ると、震源から 300km～400km 離れた新潟平野や関東

平野が、最大 2cm の揺れ幅で大きく揺れたことがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2 最大加速度（PGA）分布と最大地動変位（PGD)分布 

出典：防災科学技術研究所 

 

 

 

 

 




